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世界の多くの地域が、新型コロナウイルス感染症拡
大の深刻なフェーズから徐々に脱するにつれ、労働
および雇用市場が、大きく変化していることが明ら
かになりつつあります。変化する状況の中で、雇用
主や経営者にとって多くの機会が生まれたり、機会
に弾みがついたりしています。各国での強制的な
ロックダウンにより、今までになかった働き方が生
まれましたが、このパンデミック後の組織計画を立
てるにあたっては、それらの働き方を検証すること
が職場を最適化させるヒントとなるでしょう。この
変革のチャンスをつかめば、先手を打つことができ
ます。そのために組織は今こそ、この未知の分野や
働く人々が抱く新たな期待をしっかり受け止め、新
時代の働き方に向けて、新たな働き方の基準を定義
する必要があります。

一般社員とマネージャーが新時代に抱く期待をしっ
かり理解するために、アデコグループは、オースト
ラリア、フランス、ドイツ、イタリア、日本、スペ
イン、英国、米国の8カ国で働く8,000名の意見を調
査して分析しました。今回のパンデミックで変化し
た働き方や働く場所、将来必要なスキル、自分とリー
ダーとの関係性について、ホワイトカラーの働き手
と意見を出し合いました。その結果、何世代にもわ
たって受け継がれ確立された働き方の多くに、はっ
きりとした変化が見え始め、そして働く人々の期待
と、それに応えようとする組織の対応力の間には明
らかな隔たりがあることが分かりました。

はじめに
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変化への挑戦

今までにない状況の中で、世界各地のさまざまなビ
ジネスが迅速な行動をとり、順応力や臨機応変さを
発揮しましたが、その一方、今回の新型コロナウイ
ルスによるパンデミックの経験から得た教訓をもと
に、新しい働き方の基準を作るという大きな課題に
直面しています。これまでは自社の経営を継続させ
ることに焦点があてられてきましたが、次に乗り越
えるべき課題は、働く人々や社会全体が、新時代の
働き方と協調できるようにすることです。

回答者の約80％は、パンデミック後により良い労働
環境をしっかり整える「責任」は、雇用主にあると
答えています。その一方、73%は政府に責任がある
と答え、72％が働き手自身に責任があると答えてい
ます。つまり多くの人が、変化を起こす力を持つす
べての関係者が立ち向かうべきだが、中でも雇用主
が率先するべきだと考えているのです。 

パンデミックの最中、雇用者は働き手の
信頼を勝ち取りました。雇用者は現在、
“標準をリセット”する、最も信頼できる
組織となっています。

企業が課せられた期待に応えるためには、たとえば
柔軟な働き方や職場についての規定、さらには不足
しているスキルに注目するといった、パンデミック
で顕在化した新たなトレンドを優先できる、今まで
にないタイプのリーダーやアプローチが必要です。

今までに経験したことのない、重要な時期なのです。
リーダーはパンデミック以前の働き方の基準をリ
セットし、従業員や企業が成長できる、これからの
働き方を形作るチャンスを手にしています。そして、
こういった課題に向き合わなければ、取り残されて
しまいます。企業にとっては、経営モデルを見直し
て方向転換し、経営者と働き手の双方に長期的メ
リットのある働き方を作る、またとないチャンスで
す。
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企業が課せられた期待に応えるためには、たとえば
柔軟な働き方や職場についての規定、さらには不足
しているスキルに注目するといった、パンデミック
で顕在化した新たなトレンドを優先できる、今まで
にないタイプのリーダーやアプローチが必要です。

今までに経験したことのない、重要な時期なのです。
リーダーはパンデミック以前の働き方の基準をリ
セットし、従業員や企業が成長できる、これからの
働き方を形作るチャンスを手にしています。そして、
こういった課題に向き合わなければ、取り残されて
しまいます。企業にとっては、経営モデルを見直し
て方向転換し、経営者と働き手の双方に長期的メ
リットのある働き方を作る、またとないチャンスで
す。

雇用主 より良い働き方のアド
バイスを行う企業

政府 財政支援をする
独立企業

自分自身 組合／雇用者の
権利を代表する組織

コロナ禍後に労働環境を改善し、強化する責任を担うべき人物や組織
（％は「責任を担うべき」と答えた人の割合）
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フレキシブルな働き方はすでに始まっていました
が、新型コロナウイルス感染症の拡大によるロック
ダウンで、「新たなトレンド」と言われてきたもの
が加速されました。さらに今回の調査の大きな成果
として、フレキシブルな働き方が定着する下地がで
きていることが証明されました。これは、単に強制
的なロックダウンで必然的に現れた働き方ではな
く、持続可能な将来の働き方として望まれたもので
す。経営者と働き手の双方は概して、フレキシビリ
ティが増すことで、働き手のワーク・ライフ・バラ
ンスが向上するだけではなく、全体的なビジネスの
パフォーマンスが上がると回答しています。

では、今までにないフレキシブルなモデルとは、ど
のようなものでしょうか？働き手は、オフィス勤務
とテレワークのバランスと、職場環境と労働時間を
個々の状況に合わせることが理想的な形だと考えて
います。彼らは、集中して深く考えることができた
り、通勤のロスタイムがないリモート・ワークの価
値を理解したりする一方で、オフィスでチームが顔
を合わせて協業しつつ刺激し合いながら、共通の企
業文化を育てるメリットも理解しています。

それゆえに、働き手の74％が、今後はオフィス勤務
とテレワークを組み合わせることが理想だと答えて
います。働き手の予想では、雇用主からは将来、3
分の2以上（69％）の時間を職場で過ごすよう求め
られるとなっていますが、彼ら自身は半分（51％）
を職場で、残り（49％）をリモートで働くことが理
想だとしています。

49%

社会は、“ハイブリッドな働き方”をする準備が整っている

の従業員は仕事時間のうち、平均で
約半分をリモートで行いたいと考えて
います。

フレキシブルな未来
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49% 47% 44% 46% 48% 46% 50% 50% 46% 47% 48% 44% 46% 49%

全体 オーストラリア フランス ドイツ イタリア 日本 スペイン 英国 米国 ジェネレーションZ
＋

ミレニアルズ

ジェネレーションX ベビー
ブーマー

子供あり 子供なし

57%
69%

27%

4%

57%

45%

会社のオフィスから 自宅から

求められる時間配分 理想的な時間配分

27%

51%

仕事のスケジュールに対する個人の決定権に関し
て、自分ですべて決定できると答えた人が、パンデ
ミック以前はわずか7％だったのに対し、パンデミッ
ク中には22％と3倍に上昇しました。決定権は仕事
のスケジュールをフレキシブルに保つために重要だ
として、働き手の75％が将来手にしたいと答えてい
ます。

コロナ禍後に、働き手が望むリモート勤務時間の割合（％）

メリットがあると考えるのは、働き手だけではあり
ません。ほぼ8割（77％）の経営幹部や上層部は、
オフィス勤務とテレワークの柔軟性を上げること
は、概してメリットがあると考えています。経営幹
部や上層部の79％は、オフィス勤務とテレワークを
柔軟に運用することは、働き手のプライベードにも
メリットがあると考えています。 加えて、働き手の
8割（80％）は、今回のパンデミック後に良好なワー
ク・ライフ・バランスを保つことが重要だと答え、
半数（50％）は、ロックダウン中にワーク・ライフ・
バランスが改善されたと回答しています。 

組織や場所、年代、子供の有無にかかわらず、柔軟
な働き方は世界的に受け入れられています。この結
果は、社会に「ハイブリットな働き方」のための下
地ができていることを証明しています。

現在の仕事は変化し、労働環境も変化しています。
さらに、職務の委任や生産性の評価を考え直す機運
が高まっています。 

9時から5時の働き方は終わったのか？

新型コロナウィルス感染症大流行後の次の環境で仕事をする割合について、
求められる割合と希望の割合（％）

その他

“日常”の再定義：新たな時代の働き方とは
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75% 73%
62%

雇用者は、フレキシビリティが増したことで
メリットを受ける

企業はフレキシビリティを容認することで
メリットを受ける

働き方に対するフレキシビリティを高めることで、
より多くの人が仕事につけるようになる
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仕事のスケジュールに対する個人の決定権に関し
て、自分ですべて決定できると答えた人が、パンデ
ミック以前はわずか7％だったのに対し、パンデミッ
ク中には22％と3倍に上昇しました。決定権は仕事
のスケジュールをフレキシブルに保つために重要だ
として、働き手の75％が将来手にしたいと答えてい
ます。

仕事のスケジュールは完全に会社が
決めています

仕事のスケジュールを調整するフレ
キシビリティはいくらかあります

仕事のスケジュールは完全に自分で
決めています

50%
の従業員は、パンデミックにより、ワー
ク・ライフ・バランスが改善したと答え
ています。

未来はフレキシブル：フレキシビリティが向上すれば多くのメリットがあるという考えには、
経営陣や経営幹部も強く賛同しています。

24%

54%

22%

以前

45%

48%

7%

最中

77% 79% 73%
経営者／経営幹部

メリットがあると考えるのは、働き手だけではあり
ません。ほぼ8割（77％）の経営幹部や上層部は、
オフィス勤務とテレワークの柔軟性を上げること
は、概してメリットがあると考えています。経営幹
部や上層部の79％は、オフィス勤務とテレワークを
柔軟に運用することは、働き手のプライベードにも
メリットがあると考えています。 加えて、働き手の
8割（80％）は、今回のパンデミック後に良好なワー
ク・ライフ・バランスを保つことが重要だと答え、
半数（50％）は、ロックダウン中にワーク・ライフ・
バランスが改善されたと回答しています。 

組織や場所、年代、子供の有無にかかわらず、柔軟
な働き方は世界的に受け入れられています。この結
果は、社会に「ハイブリットな働き方」のための下
地ができていることを証明しています。

現在の仕事は変化し、労働環境も変化しています。
さらに、職務の委任や生産性の評価を考え直す機運
が高まっています。 

新型コロナウィルス感染症大流行以前と最中の、
仕事のスケジュールに対するフレキシビリティのレベル

コロナ禍後に、フレキシビリティに関する次の考えに賛同する人の割合（％）
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65%
72% 76%

一般社員

雇用契約は、労働時間よりもビジネスのニーズに応える
ような要素を重視すべき（同意する人の割合％）

雇用主は、従業員に求める週あたりの労働時間を考
え直すべき（同意する人の割合％）

管理職 経営陣／経営幹部

63%
70% 74%

一般社員 管理職 経営陣／経営幹部
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これと密接に関連していますが、雇用契約は、決め
られた時間ではなくビジネスのニーズに応えるとい
う観点で結ばれるべきという見方が生まれていま
す。現在、約3分の2（69％）の働き手がこの考え
方に賛成していますが、このような考え方は定着し、
影響力を高めていくと考えられます。ほぼ同じ割合
（67％）の人が、雇用主は働き手に求める週あたり
の労働時間を再考すべきとしています。 

このような状況では、働いた時間ではなく効果に関
するパフォーマンス指標こそが、働き手を評価する
重要な基準となるでしょう。働き手は、契約した仕
事をこなして求められる結果を出している限り、時
間や働き方に柔軟性を得ることになります。これま
で多くの企業では、働き手の生産性やチームへの貢
献度を査定するのに、「デスクにいる時間」が当然
のように重視されていましたが、こうした考え方は、
そうした常識から大きく離れることになります。 

このモデルをうまく機能させるには、パンデミック
の最中に構築された、働き手と雇用主との深い信頼
関係を継続させることが必要です。実際パンデミッ
ク後には、4分の3以上（78％）の働き手が、仕事
に対して雇用主から信頼されている感覚が重要だと
しています。 

このような考え方が現れたということは、我々が過
去に経験したような「ノーマル」の状態に戻ること
はないということです。仕事場とは流動的な概念で
あり、我々は初めて、仕事場を物理的な空間だとは
考えなくなりました。遅れを取らないために組織
は、働き手や彼らの仕事内容・条件を評価する見方
を変える必要があります。

4人に3人
の従業員は、労働時間やスケジュール
についてフレキシビリティを持ち続ける
ことが重要だと考えています（75％）。

従業員の働く場所や時間に関して、企
業がフレキシビリティを高めることが重
要だと考えています（77％）。　

“日常”の再定義：新たな時代の働き方とは
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まとめ

・将来的に見れば、働き方がさらに柔軟になること
は間違いありませんが、パンデミック後も長期的
にこの状態を維持できるかが、企業にとって引き
続き重要な課題です。

・職場で働く人々がさらなるフレキシビリティを求
める中、皆が最適なモデルについて考え、合意す
ることが必要不可欠です。新たな規範を築く最初
のステップは、働き手の声を聞き、 柔軟な働き方
の良い点や改善の余地がある点を見極めることで
す。

・成功を実現するためには、リーダーがハイブリッ
ドな働き方のモデルを導入する際に、働くスタイ
ルやコミュニケーションのタイミング、チーム組
織に必要な変化を検討する必要があります。過去
の仕組みのみにこだわってはいけません。

・オフィス勤務とテレワークのハイブリッドが好ま
れる中、リーダーはオフィスの役割や目的、さら
には従業員が世界のどこで働こうとも職場が大き
な価値を与えうる方法を考える必要があります。

・フレキシビリティが高まり、従業員が自分のスケ
ジュールを管理できるようになると、労働時間も
自分で管理したいと思うようになります。 

• 知識ベースの仕事の重要性が増すにつれて、実績
や成果を重視せずに、1日の特定の時間帯内の所
定労働時間に応じて従業員に報酬を支払うという
方法は、 職場関係を維持するのにもはや適切とは
言えません。 

• 歴史的に見て多くの仕事では、成果ではなく出社
状況を基準として給料が計算されてきました。今
後は、成果と勤務時間とを関連づける考え方は時
代遅れになるでしょう。人それぞれ働くペースが
異なるため、時間と作業量とは必ずしも比例しま
せん。 

• 生産性の測定方法を再定義する作業は複雑で、労
使関係や労働法規の核心にまで触れるものとなり
ます。今後議論を進めるためには、個別のアプ
ローチを考えることが必要になります。現代は、
工業労働者のような9時から5時を基準とした画一
的な働き方をする時代ではないため、時間で生産
性を測る方法を考え直さなければいけません。

“日常”の再定義：新たな時代の働き方とは
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リーダーへの期待は、ここ数ヶ月間で明らかに高
まっています。経営のさまざまな側面における彼ら
のリーダーシップの取り方や重要視する点について
も、同じことが言えます。働き手がさらなるフレキ
シビリティを求めていることは明らかですが、単な
る新たな在宅勤務の方針を策定するよりも、事態は
複雑です。以前の経営モデルは、リモート化社会に
は不十分です。 このパンデミックの最中に、働き手
の要望とマネージャーが求めるものの間に、明らか
な差が生じていたことが露呈しました。

リーダーも、彼らが統括する働き手と同じように、
新たなスキルを学び、進化することにコミットしな
くてはなりません。働き方が新しくなった時代で
は、機敏で 発展のための破壊を受け入れ、職場の
壁や地理的境界を超える対人能力を発揮する人こ
そ、トップに立つことができるでしょう。

調査対象者の6割（63％）が、チームワークや対人
能力、問題解決能力といったソフトスキルに関わる
トレーニングやリソースこそが、パンデミック後に
は重要になるだろうと答えています。さらに、経営
者や幹部クラスの75％、管理職の69％が、パンデ
ミック後には、リモート・ワーク環境下でスタッフ
を統括するためのトレーニングが重要になると答え
ています。 

新たなタイプのリーダーの資質は、過去に成功した
リーダーの資質とは明らかに違います。新たなタイ
プのリーダーに求められるのは、共感を示しなが
ら、コミュニケーションを明確に行い、働き手の全
体的幸福のためのニーズをよく考え、トップダウン
の上意下達的な経営ではなく双方向の信頼に基づい
た労働関係を育めることです。デジタルをベースに
したチームへの移行には、単なる新たなテクノロ
ジー以上のものが必要です。新たなマインドセット
が要求されるのです。 

EQ（心の知能指数）は、かつてないほど重要になっ
ています。働き手は期待を高めており、やる気に溢
れ協力的でポジティブな職場環境を確実にするため
に、マネージャーにさらに努力して欲しいと考えて
います。その結果、3分の2（74％）の働き手が、
マネージャーは協業や問題解決力、適応力に注目
し、共感や協力的態度を大切にするようなリーダー
シップ・スタイルを発揮することが重要と述べてい
ます。

70%
の従業員は、コロナ禍後には心を安定
させるためのサポートが重要と感じてい
ます。

リーダーシップの改革
職場をリードする

EQ（心の知能指数）こそが、
新たなゴールド・スタンダード 

“日常”の再定義：新たな時代の働き方とは



こうしたゴールド・スタンダードを達成するために
は、働き手のニーズを理解することが不可欠です。
3分の2（74％）の働き手は、マネージャーによる
効率的な組織と、点在するチームメンバーの調整が
重要だと答えています。働き方のパターンが変わっ
ても、働き手が必要なサポートやリソースを得られ
るようにすることは重要です。これは、働く場所に
関わらず、です。

とりわけ旧世代のリーダーは過去の偏見にとらわれ
てしまい、部下がマネージャーの“目の届く”ところ
にいなければ、生産的ではないと考える危険もあり
ます。企業やリーダーは、古いモデルを使った上に
チームの失敗をテレワークのせいにするのではな
く、新しい働き方の枠組みづくりや、コミュニケー
ションの方法、チームのダイナミクスを慎重に考え、
さらに責任をもって新たな働き方のモデルづくりを
積極的に行う必要があります。時間をかけて、ソフ
トスキルをしっかり身につけることが重要です。

全体的な幸福や職場の活力については、個人や組織
も注目し始めていますが、多くの企業には、このト
レンドを受け入れるための青写真がありません。そ
の結果起こった不備が、ロックダウンの最中に露わ
になりました。今回のパンデミックの間に働き手は
チームから孤立し、4分の1以上（28％）が、精神
状態が悪化したと答えています。

同じ時期、5人に2人（40%）がロックダウンの最
中に、マネージャーが期待以上に、自分の精神状態
をチェックしてくれたと答えています。これは、将
来に向けて改善すべき重要なサインです。半数以上
（54％）のマネージャーが、心の安定について効果
的なアドバイスをすることは難しいと答えたことか
らも、部下をサポートするための適切なトレーニン
グが不足していることは明らかです。
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心の安定を常に念頭に置く

74%
の従業員は、マネージャーが共感や支
援の姿勢を重視するリーダーシップ・ス
タイルを取ることが重要と回答していま
す。

28%
の従業員は、コロナ禍の最中にメンタル
ヘルスが悪化したと答えています。

“日常”の再定義：新たな時代の働き方とは
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パンデミック後にも、心の健康のサポートに対する
要望は高まり続けるでしょう。70％の人は、パンデ
ミック後も適切なサポートが受けられることは自分
にとって重要だと答えています。Covid-19以前もす
でに意識は高まっていましたが、働き手は、雇用主
が今後、自分たちの幸福のために適切な方策をとる
ことを期待しています。これは、無視できない重要
な意見です。

54%
のマネージャーが、新型コロナウィルス
感染症大流行当時、心の安定に関して
部下に適切なアドバイスをすることは
簡単ではなかったと回答しています。

5人に2人
の従業員が、がマネージャーが期待以
上に、自分の精神状態をチェックしてく
れたと答えています。

“日常”の再定義：新たな時代の働き方とは
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まとめ：

・職場の常識やスタンダードはリセットされ始めて
いて、マネージャーやリーダー、そして経営幹部
は皆、難しい課題に直面しています。働き手は
リーダーに高い期待を抱いており、自分たちの幸
福や安全が、パンデミック後も最優先事項である
ことを確かめたいと考えています。

・今リーダーがとる行動は、今後も皆の記憶に残る
でしょう。非常に困難な時でも機敏で順応性があ
り、サポート力があると証明できるような人こそ、
新たな仕事環境に向けた職場を適切にリードでき
ます。これは、近い将来の働き手の定着だけでな
く、数年先に働き手を引きつけるためにも重要な
要素です。

・バーチャルが主流となる職場環境で人間関係や協
力体制を維持することは、リーダーにとって課題
となるでしょう。働き手がどこにいようとも、毎
日仕事に“行く”際に、帰属意識を感じさせられる
サポートやリソースを得られるようにすることは
重要です。リーダーは、ハイブリッドなワーキン
グ・モデルを使うことで起こる問題の大さを考慮
し、単に過去の仕組みを当てはめることは避ける
べきです。

・経営陣および経営幹部クラスの「ソフトスキル」
が不足していることは明らかです。この課題を克
服する一つの方法としては、リーダーシップの構
築、コーチング、スキル向上などが挙げられます。
二つ目の方法は、未来の労働者に合った、今まで
とは異なる経歴を持つリーダーを採用することで
す。これは、組織がさらに弾力性を高め、将来に
備えるためのチャンスともなります。

“日常”の再定義：新たな時代の働き方とは
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新たな時代の新たなスキル ‒ 
デジタル化の加速と、
必須となる技能再教育

新型コロナウイルス感染症の拡大により、ここしばら
く進んでいたデジタル化に関するさまざまなトレンド
が、さらに加速されています。その結果、このパンデ
ミック後の環境では今までにないタイプの仕事だけで
はなく、今までにないタイプの働き手が求められるで
しょう。新たに成長した働き手は、自信をもってデジ
タル化された環境で協業し、オンラインを利用した生
産性向上ツールを取り入れるでしょう。パンデミッ
ク、そしてリモート勤務の結果、6割（59％）の人が、
自身のデジタルあるいはリモート勤務のスキルが向上
したと回答しています。その一方、3分の2以上
（69％）の人が、デジタルあるはリモート勤務のため
のサポートやトレーニングは、パンデミック後も重要
になるだろうと回答しています。働き手は、自身は成
長してはいるものの、職場環境は進歩し続けており、
スキルが古くなってしまうために、スキルを磨き続け
る必要があると考えています。

したがって生涯学習こそが、企業が将来に向けたス
キル構築を考える際の要となります。働き手は、デ
ジタル・スキルを今すぐ向上させる必要を感じてい
ますが、そのニーズは今後さらに高まっていくで
しょう。我々の仕事、消費、そしてライフスタイル
に関する慣習が変化するにつれ、AIと協調できるか
が、アクセシビリティを決定づけることになりま
す。加えて、企業が機械学習やオートメーションと
いったテクノロジーを十分に受け入れるために必要
なスキルは、ますます複雑となります。テクニカ
ル・スキルとソフトスキルの両方が必要です。

デジタル・スキルを向上させ続ける

59%

69%

の従業員は、コロナ禍中にITスキルが向
上したと回答しています。

の従業員は、コロナ禍後に、ITスキルを
さらに向上させたいと回答しています。

“日常”の再定義：新たな時代の働き方とは
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ITスキル 会社のシステム リモート・ワークの管理 ソフトスキル（チームワーク、
コミュニケーションスキル、

問題解決など）

クリエイティブ・シンキング
のトレーニング

多くの人のスキルを向上させたいという、共通の思い 

69%

69%
79% 78% 73% 72% 72%

65% 62% 53%

65% 65% 63%
55%

雇用主には、単に社外から即戦力となる人材を補完
するのではなく、働き手が現在持っているスキルを
確認し、成長のために必要なもの、足りないものを
特定する機会があります。スキルへの投資にコミッ
トすることは、長い目で見れば比較的コストもかか
らず、事態が悪化する前に足りないスキルを認識で
き、さらに働き手のエンゲージメントや忠誠心を引
き上げる効果があります。これは企業と働き手に
とって、既存の人材を育てつつ、将来のデジタル化
時代への準備を行うチャンスです。 

現在、働き手はスキルの再構築やスキルアップの機
会を積極的に受け入れています。あらゆるマーケッ
トで、パンデミック後に、デジタル・スキルやソフ
トスキルが特に重要だと叫ばれていますが（69％の
働き手が重要と回答）、スキルの再構築やスキルアッ
プに関するさまざまな分野について、さらなるト
レーニングやリソース、サポートが必要なことが分
かっています。たとえば企業プラットフォーム／シ
ステム（65％の社員が重要と回答）、部下のリモー
ト管理（65％）、ソフトスキル（63％）、業界知識
の向上（58％）、タイムマネジメント（58％）、ク
リエイティブ・シンキング（55％）に関するサポー
トやトレーニングなどです。ですから、企業も働き
手も同じように、学びへの要望や、将来のために人
材を強化したいという要望を活かすべきです。

特にITスキルやソフトスキルに関連する分野で、幅広い知識や技術の再構築・向上を目指すニーズと意欲が高まっています。

コロナ禍後には、国を問わず、ITスキルのトレーニングが最優先事項になると考えられます。
コロナ禍後に、ITやリモート・ワークのスキルが重要になると答えた人の割合（％）

次のようなトレーニング資源やサポートが、コロナ禍後に重要となると答えた人の割合（％）

全体 スペイン 米国 オーストラリア イタリア 英国 ドイツ フランス 日本

“日常”の再定義：新たな時代の働き方とは
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まとめ：

・企業は、働き手が確実にデジタル・インフラやリ
モート・ワークに必要な知識を得て、さらにロッ
クダウンの制限下でもスキルを高められるように、
“素早く対応”するアプローチを的確にとっていま
す。ですが、ハイブリッドな働き方を長期的に促
進するには、働き手は生き残る術だけではなく、
目標に向かって前進する術も身につける必要があ
ります。

・働き手には、スキルの再構築によって自分を向上
させたいと思う、より広い要望がありますが、今
こそそれを実現するチャンスです。社員を採用し
て、彼らのスキルが最新のものであり続けると考
えるのではなく、継続した生涯教育を受け入れる
組織は、将来のマーケットで強い競争力を発揮す
るでしょう。

・テクノロジーは進化のペースが早いため、現在の
ITスキルはすぐに通用しなくなります。将来に向
けてデジタル化が加速する中で、ITスキルを継続
的に再構築し向上させていくために、的確なビジ
ネスケースを策定する必要があります。これは、
単に組織にかかるコストではなく、明確なROIを
もたらす、人材への投資であると考えるべき時代
がすでに到来しています。

“日常”の再定義：新たな時代の働き方とは
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そして6割（61％）の人は、今後何らかの危機が起
こっても、雇用主を信頼すると答えています。信頼
を得たことで、雇用主には今、極端な状況下だけで
はなくさまざまな状況で、働き手の信頼に十分に応
える義務が出てきました。たとえば、職場のニーズ
に耳を傾ける、変化の全体像や見通しに感を働かせ
る、常にマインドフルでいる、変化の時期に積極的
に働き手をリードするといったことです。

つまり、信頼が高まったことで、さらに期待される
ということです。雇用主は、いわゆる“ベター・ノー
マル”を率先して行うと高く信頼されています。
80％の人が雇用主に対し、Covid-19後により良い
働き方を構築し、標準をリセットする義務があると
答えています。雇用主は、他の組織と比べると高い
スコアをつけていますが、政府（73％）、働き手自
身（72％）、労働組合（63％）にも、将来の働き方
を構築する責任があると答えています。

88%

80%

の働き手が、自分の雇用主はこのコロナ禍で
起きた問題に対処するために期待に見合う、
あるいは期待を上回る行動をとったと回答し
ています。

の働き手が、新型コロナウィルス感染症以降、
より良い労働環境を確保するのは雇用主の
責任と回答しています

雇用主 80% 85% 69% 82% 78% 74% 81% 86% 84%

政府 73% 80% 57% 69% 77% 73% 79% 78% 71%

自分自身 72% 80% 69% 72% 74% 53% 71% 76% 83%

労働組合／労働者の権利を代
表する組織 63% 62% 55% 64% 64% 56% 72% 69% 64%

働き方に関するコンサルティン
グを行う企業 60% 67% 50% 55% 58% 48% 70% 67% 69%

国際政府機関
（G7、G20、国連など） 53% 54% 41% 41% 53% 56% 64% 59% 53%

信頼の方程式

今回のパンデミックの最中に社員から信頼を得た雇
用主は、それゆえに新たな働き方へ導いてくれる最
も信頼の置ける組織と見なされるようになりまし
た。

社員は、全般的に見て、雇用主はこの危機を切り抜
け、働き手ファーストの行動がとれたと好感してい
ます。実際、88％の人が、雇用主はこのパンデミッ
クで起きた問題解決について期待に見合う、あるい
は期待を上回る行動をとったと答えています。コ
ミュニケーションと信頼に関係があることは証明さ
れており、86％の人は、雇用主が事業のパフォーマ
ンスに関して、期待に見合うかそれ以上のコミュニ
ケーションをとったと回答しています。

コロナ禍後に労働環境を改善し、強化する責任を担うべき人物や組織（％は「責任を担うべき」と答えた人の割合）

全体 オーストラリア フランス ドイツ イタリア 日本 スペイン 英国 米国

“日常”の再定義：新たな時代の働き方とは 17



働き方が、このパンデミック以前に「ノーマル」と
されていた状態に戻ることはないでしょう。さら
に、以前「ノーマル」だった働き方は、労働市場に
いる多くの人に馴染まなかった事実も分かっていま
す。この調査の回答者によって、個人や組織にとっ
ての「ベター・ノーマル」のあり方の全容が明らか
になりました。 

しかし、柔軟な働き方や生涯学習、多次元的リー
ダーシップへのシフトは、組織的な変化が生まれな
い限り実現されないでしょう。現在のシステムは、
成長セクターで働く専門的なスキルを持った人の
ニーズや職場でのメンタルヘルス問題に応えること
はできていません。多忙な私生活と満足いくキャリ
アの成功との間で苦戦する人が増えています。従っ
て、新しい働き方のモデル策定には、社員、雇用主、
政治家が共に責任をもって取り組む必要がありま
す。我々にはそれを実現する、またとないチャンス
があります。

新型コロナウイルスによるパンデミックは、ほぼ間
違いなく、我々のキャリアで起こるどんな事柄より
も根本的に働き方を変化させています。このチャン
スを活かして職場をリセットし、変革するすべを見
つけることは、いま労働市場にいるすべての人の手
にかかっています。企業が下す決断によって、その
企業が将来的に選ばれる企業となるかどうかが決ま
るでしょう。人材獲得の勝負は、フレキシビリティ、
スキル、リーダーシップ、信頼にかかっています。
これら4つの側面で「日常を再定義」できる組織は、
最高の人材を確保できるだけでなく、上手に人材を
管理し、自社や働く人々、さらに社会全般の、持続
可能な成功を実現するでしょう。 

明日へ向けて

The Adecco Group 18“日常”の再定義：新たな時代の働き方とは
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お問い合わせ先

広報関連のお問い合わせ：
media@adeccogroup.com
 
ソリューションに関するお問い合わせ：
globalbusiness.development@adeccogroup.com

https://www.adeccogroup.com/reset-normal
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